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少子化に対応した活力ある学校づくりに活用可能な予算事業について 

 

平成 27 年１月 27 日付け 26 文科初第 1112 号文部科学事務次官通知において、「公立小学

校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」（以下「手引」という。）の策定につい

て通知したところですが、本手引に関連する取組を実施するに当たって、各都道府県教育

委員会や市町村教育委員会において活用できる予算事業（平成 27 年度政府予算案に計上さ

れているもの）について、別紙の通り一覧としてまとめました。つきましては、各都道府

県教育委員会におかれては、本一覧を域内の市町村教育委員会に周知いただくようよろし

くお願いいたします。 
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（別紙）活用可能な予算一覧 

 

 事業名 予算額 事業概要 公募対象 種別※ 担当（内線） 備考 

① 施設・設備・スクールバス等 

１ へき地児童生徒

援助費等補助金 

16 億円 学校統廃合に伴い遠距離通学となる児童生

徒の通学条件を緩和するため、及び離島や中

山間地域に所在する学校の教育の振興を図

るため、地方公共団体が実施するスクールバ

ス購入費や通学費支援について補助を行う。 

都道府県・市

町村教委 

補助 

（1/2） 

初等中等教育局 

財務課 

庶務・助成係 

冨久（3207） 

 

２ 理科教育等設備

整備費補助 

2 億円 公・私立の小・中・高等学校等の設置者に対

して、理科教育等設備の整備に要する経費の

一部を補助する。 

地方公共団

体、学校法人 

補助 

(1/2、 

沖 縄 は

3/4) 

初等中等教育局 

教育課程課 

庶務・助成係 

新井・杉森（2364） 

 

３ 公立学校施設整

備事業 

2,049 億円の内数 

 

公立小中学校の建物の施設整備に要する経

費の一部を国庫補助する。 

※事業内容の例 

（公立学校施設整備費負担金） 

・新増築（負担割合：原則 1/2） 

（学校施設環境改善交付金） 

・改築・大規模改造など（算定割合：原則

1/3） 

市町村教委

（設置者） 

負担・ 

補助 

 

大臣官房文教施設企

画部施設助成課 

・公立学校施設整備

費負担金：執行係

（2467） 

・学校施設環境改善

交付金：整備計画係

（2466） 

 

 
 
 
 
 



 事業名 予算額 事業概要 公募対象 種別※ 担当（内線） 備考 

② 教職員等配置の充実 

４ 教員定数の加配

措置（義務教育費

国庫負担金） 

1兆 5,284 億円の内

数 

統合後の学校や統合予定の学校に対し、教育

環境を充実するため教員定数の加配措置を

行う（300 人）。また、過疎地の小規模校を支

援するため加配措置を行う（20 人）。 

都道府県教

委 

負担 

（1/3） 

初等中等教育局 

財務課定数企画係 

廣石・小俣（3078） 

 

５ 補習等のための

指導員等派遣事

業 

41 億円 補充学習や発展的な学習など学力向上方策

として、サポートスタッフ（地域のシルバー

人材、教員志望の大学生等）の配置について

補助を行う。 

都道府県・指

定都市教委 

補助 

（1/3） 

初等中等教育局 

財務課定数企画係 

廣石・小俣（3078） 

 

６ 将来の在り方・生

き方を主体的に

考えられる若者

を育むキャリア

教育推進事業 

12 百万円 地元就職につなげるキャリアプランニング

を推進する「キャリアプランニングスーパー

アドバイザー」を教育委員会等に配置し、地

域を担う人材育成・就労支援により、地域の

活性化につなげる取組について補助を行う。 

都道府県・市

町村教委等 

※「市町村」
は、域内に高
等学校が設
置されてい
る市町を想
定 

補助 

（1/3） 

初等中等教育局 

児童生徒課 

指導調査係 

福井（2390） 

「学校を核と

した地域力強

化プラン」の

一部 

７ スクールカウン

セラー等活用事

業 

40 億円 スクールカウンセラーの全公立中学校等へ

の配置に加え、公立中学校等における週５日

相談体制の実施（200 校）や、小中連携型配

置の拡充（200 校→300 校）による公立小・

中学校の相談体制の連携を促進するため、ス

クールカウンセラーの配置費用等について

補助を行う。 

また、貧困対策のための重点加配として、新

規に 600 校計上。 

都道府県・指

定都市教委 

補助 

（1/3） 

初等中等教育局 

児童生徒課 

生徒指導第２係 

八木下、齊藤（3289） 

 

 

 



８ スクールソーシ

ャルワーカー活

用事業 

7 億円 福祉の専門家であるスクールソーシャルワ

ーカーを必要な全ての学校で活用できるよ

う段階的に配置を拡充するため、スクールソ

ーシャルワーカーの配置費用等について補

助を行う。 

※小中学校のための配置（2,200 人）、高等学

校のための配置及び質向上のためのスーパ

ーバイザー（47 人） 

また、貧困対策のための重点加配として、新

規に 600 人分計上。 

都道府県・政

指定都市・中

核市教委 

補助 

（1/3） 

初等中等教育局 

児童生徒課 

生徒指導第１係 

加藤、柿並（3299） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 事業名 予算額 事業概要 公募対象 種別※ 担当（内線） 備考 

③ 教育の質の向上 

９ 少子化・人口減少

社会に対応した

活力ある学校教

育推進事業 

27 百万円 国の積極的支援のもと、①統合による魅力あ

る学校づくりや、②小規模校を存続させたり

休校中の学校を再開させたりする場合にお

ける小規模校の教育環境の充実についての

取組モデルを創出する。 

市町村教委 委託 初等中等教育局 

教育制度改革室 

義務教育改革係 

岩岡・藤田（3745） 

 

10 小中一貫教育推

進事業 

39 百万円 都道府県教育委員会の積極的な指導助言の

下、市町村教育委員会が管下全域での小中一

貫教育の導入に向けた取組を行うモデルを

創出する。 

都道府県教

委 

委託 初等中等教育局 

教育制度改革室 

義務教育改革係 

岩岡・藤田（3745） 

 

11 司書教諭及び学

校司書の資質の

向上等を通じた

学校図書館の改

革 

5 百万円 学校図書館が確かな学力や豊かな人間性の

育成において果たす重要な役割や平成２７

年４月１日から施行される学校図書館法の

一部を改正する法律等を踏まえ、司書教諭と

学校司書が連携した学校図書館の活用の促

進や、学校司書の資質向上等を図るため調査

研究を行う。 

都道府県・市

町村教委等 

委託 初等中等教育局 

児童生徒課 

指導調査係 

清水・木下・髙橋

（3291） 

 

12 健全育成のため

の体験活動推進

事業 

1 億円 いじめの未然防止を図るため、自己の存在

感、共有感、決定感等の育成を目的として、

宿泊体験活動を行う学校等における取組に

対する補助を行う。 

都道府県・市

区町村教委 

補助 

（1/3） 

初等中等教育局 

児童生徒課 

生徒指導第２係 

八木下、齊藤（3289） 

「学校を核と

した地域力強

化プラン」の

一部 

 
 
 
 



13 英語教育強化地

域拠点事業 

 

89 百万円 

 

小学校英語の早期化・教科化、中学・高校の

指導内容の高度化等、小・中・高を通じた先

進的な取組を支援する。 

都道府県・指

定都市教委、

附属小学校

を置く国立

大学法人及

び学校法人 

委託 

 

初等中等教育局 

国際教育課 

外国語教育推進室 

尾石・石原（3480） 

 

14 人口減少社会に

おけるＩＣＴの

活用による教育

の質の維持向上

に係る実証事業 

1 億円 過疎化・少子高齢化が進む人口過少地域にお

いて、ＩＣＴの活用により、遠隔地間におけ

る児童生徒の協働学習の充実や、社会教育施

設等と連携した遠隔講座の実施など、学校教

育及び社会教育における教育の質の維持向

上を図るための実証研究を実施する。 

都道府県・市

町村教委 

委託 生涯学習政策局 

情報教育課 

学習情報係 

高野・杉崎・荒井

（3263） 

 

※学校のＩＴ環境整備については、第２期教育振興基本計画（平成 25 年 6 月 14 日決定）に定めた目標水準を達成するために、「教育の

IT 化に向けた環境整備４か年計画（H26～29 年度）」に基づき、平成 26 年度から 29 年度まで単年度 1,678 億円（4 年間総額 6,712 億

円）の地方財政措置を講じている。（担当：生涯学習政策局情報教育課庶務・ＩＣＴ環境整備係 松井・中ノ園（2658）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 事業名 予算額 事業概要 公募対象 種別※ 担当（内線） 備考 

④ 学校を核とした地域活性化等 

15 コミュニティ・ス

クール導入等促

進事業 

67 億円の内数 保護者や地域住民等が学校運営に参画する

コミュニティ・スクールについて、未導入地

域への補助の拡充や学校支援等の取組との

一体的な推進により、一層の拡大・充実を図

り、地域と学校のより密接な協働関係を構築

する。 

都道府県・市

町村教委 

補助 

（1/3） 

初等中等教育局 

参事官付 

運営支援企画係 

谷口・菊地（3720） 

学校を核とし

た地域力強化

プランの一部 

16 地域提案型の学

校を核とした地

域魅力化事業 

67 億円の内数 学校を核とした地域の魅力を創造する取組

として、地域が提案する創意工夫のある独自

で多様な取組に対して補助を行い、学校を核

とした地域の活性化を促す。 

都道府県・市

町村教委 

補助 

（1/3） 

初等中等教育局 

参事官付 

運営支援企画係 

谷口・菊地（3720） 

学校を核とし

た地域力強化

プランの一部 

17 首長部局等との

協働による新た

な学校モデルの

構築事業 

29 百万円 地域コミュニティの衰退や子供の問題行動

等、学校・地域の差し迫った社会的・地域的

課題に対し、首長部局や関係機関等との協働

体制を確立し、課題解決に取り組む新たな学

校モデルを構築する。 

都道府県・市

町村教委 

委託 初等中等教育局 

参事官付 

運営支援推進係 

風岡・石川（3704） 

 

18 学校・家庭・地域

の連携協力推進

事業 

67 億円の内数 

 

地域人材の参画による学校の教育活動等の

支援など、学校・家庭・地域が協働で教育支

援に取り組む仕組みづくりの取組について

補助を行い、地域力の強化及び地域の活性化

を図る。 

都道府県・指

定都市・中核

市 

補助 

（1/3） 

生涯学習政策局社会

教育課 地域・学校

支援推進室 

小山(3260) 

学校を核とし

た地域力強化

プランの一部 

 

19 地域の豊かな社
会資源を活用し
た土曜日の教育
支援体制等構築
事業 

67 億円の内数 地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等

の協力により、土曜日ならではの教育活動を

行う体制を構築し、学校と地域が連携した取

組に対して補助を行うことなどを通じて、地

域の活性化を図る。 

都道府県・指

定都市・中核

市 

補助 

（1/3） 

生涯学習政策局社会

教育課 地域・学校

支援推進室 

小山(3260) 

学校を核とし

た地域力強化

プランの一部 

 



20 防災教育を中心

とした実践的安

全教育総合支援

事業 

 

2 億円 

 

地域や学校の抱える学校安全上の課題に対

して、「自らの命を守り抜こうとする主体的

に行動する態度」や「安全で安心な社会づく

りに貢献する意識」等を育成する教育手法を

開発するとともに、学校の安全管理体制や地

域住民・保護者・関係機関との連携体制の構

築に積極的に取り組む地域や学校を支援す

る。 

都道府県・指

定都市教委 

委託 スポーツ・青少年局 

学校健康教育課 

防災教育係 

髙塚・橋口（2670） 

 

 

 

※（）内は補助率を示す。 



Ⅰ 趣旨

Ⅱ 補助内容

１ 補助対象経費

（１） スクールバス・ボート等購入費 ７６５百万円（５２２百万円）
へき地、学校統合、過疎地域等の小・中学校の児童生徒の通学条件の緩和を図るために都道府県及び市町村がスクールバス・ボート等を購入する

事業に対する補助

（２） 遠距離通学費等 ４６８百万円（４０４百万円）

ア 遠距離通学費 ３４６百万円（２８０百万円）
学校統廃合に係る小・中学校の遠距離通学の児童生徒の通学に要する交通費を負担する市町村の事業に対する補助。また、激甚災害による校舎

の破損等により、通学が困難となった小・中学校の児童生徒の通学に要する交通費を負担する都道府県及び市町村の事業に対する補助

イ 寄宿舎居住費 ３１百万円 （３３百万円）
小・中学校に設置する寄宿舎に入居しているへき地学校等の児童生徒の保護者が負担することとなる寄宿舎居住に要する経費を免除する都道府県

及び市町村の事業に対する補助

ウ 高度へき地修学旅行費 ９１百万円 （９１百万円）
高度へき地学校（３級～５級）の児童生徒に係る小・中学校の修学旅行に要する経費のうち、交通費、宿泊費を負担する都道府県及び市町村に対

する補助

（３） 保健管理費 ５１百万円 （５１百万円）
へき地学校における児童生徒の健康管理の適正な実施並びに学校環境衛生の維持改善を図るため、地方公共団体が健康診断等を行うため医師、

歯科医師及び薬剤師の派遣、心電図検診の実施を円滑に行うために必要な経費に対する補助

（４） 離島高校生修学支援事業 ３３２百万円（３３２百万円）
高校未設置離島の高校生を対象に、教育費負担が重くなっている通学費、居住費に要する経費を支援する都道府県及び市町村に対する補助

２ 補助率
１／２ （高度へき地修学旅行費で過去３ヵ年の財政力指数0.4未満の市町村は２／３、保健管理費の心電図検診の実施に必要な経費について

は１／３）

３ 補助事業者
都道府県・市町村

へき地児童生徒援助費等補助金 26 年 度 予 算 額 １，３０９，２１３千円
27年度予算額（案） １，６１５，８２０千円

交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれない山間地、離島等に所在する公立学校（へき地学校等）の教育の振興を図るた
め、へき地教育振興法等に基づいて所要の措置を講じる。

被災地通学用バス等購入費補助 （復興特別会計） ２０百万円（２５百万円）

東日本大震災の被災地で通学が困難になっている児童生徒の通学条件の緩和を図るために都道府県及び市町村がスクールバス・ボートを購入する事業に対する
補助 補助率 ： １/２ 補助事業者 ： 都道府県・市町村

1



１．趣旨

２．補助内容

（１）補助の対象
小学校、中学校（中等教育学校の前期課程を含む）、高等学

校（中等教育学校の後期課程を含む）及び特別支援学校小・中
・高等部における理科教育のための設備を整備するために必要
な経費を対象とする。

その際、以下の例に示すような「特に重点的に整備すべき品目」
（※理科教育設備整備費等補助金交付要綱を参照）を優先的に支援する。
○「特に重点的に整備すべき品目」の例
（例） 小学校：上皿てんびん、顕微鏡、直流電流計、人体骨格模型 等

中学校：共鳴おんさ、実験用オシロスコープ、天体望遠鏡 等
高等学校：分光器、ｐＨ計、電気泳動装置、鉱物顕微鏡 等

（２）補 助 率 １／２（沖縄３／４）
（３）補助事業者 地方公共団体、学校法人

理科教育設備

理科教育設備の整備
（理科教育設備整備費等補助）

学校教育における理科教育の振興を図るため、理科教育振
興法に基づき、公・私立の小・中・高等学校等の設置者に対し
て、機器の整備が十分進んでいない現状に鑑み、小・中・高
等学校等における理科教育のための設備を整備するのに要
する経費の一部を補助。

２６年度予算額 ２０．８億円
２７年度予算額（案） ２０．８億円

計量機

実験機械器具

野外観測調査用具

模型標本
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公立学校施設整備事業の概要（平成２６年度）

１．趣 旨

学校教育の機会均等の確保と水準の維持向上を図るため、「義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律」（施設
費負担法）等に基づき、公立学校建物（公立小中学校等の校舎・体育館等）の施設整備に要する経費の一部を国庫補助すること
により学校教育の円滑な実施を担保する。

事 業 名 負担（算定）割合 事 業 の 内 容

新 増 築 １／２ 学校建物（校舎、体育館等）を新しく建設又は増築（教室不足の解消、学校統合）

改 築 １／３ 構造上危険な状態にある建物、耐震力不足の建物、等

１／２（嵩上げ） Is値が0.3未満の建物のうち、やむを得ない理由により補強が困難なもの

地震補強 １／２（嵩上げ） 地震による倒壊の危険性があるもの（0.3～0.7未満）

２／３（嵩上げ） 地震による倒壊の危険性が高いもの（Is値0.3未満）

大規模改造 １／３ エコ改修や老朽化に伴う補修など、既存の学校建物を、建て替えずに改修
（老朽改修、統合改修、トイレ改修、空調設置、障害児対策 等）

長寿命化
改 良

１／３ 老朽化により構造上危険な状態にある建物の耐久性を高めるとともに、現代の社会的要請に応じる
改修

防災機能
強 化

１／３ 避難所として必要な、学校施設の防災機能強化
（非構造部材の耐震化、避難経路、備蓄倉庫の整備、避難所指定校への自家発電設備の整備、等）

武 道 場 １／３ 中学校に柔道場、剣道場等を整備

太陽光発電
等 設 置

１／２ 太陽光発電等の再生可能エネルギーの整備
（太陽光パネルの設置、太陽熱利用、風力発電の整備太陽光パネル既設置校への蓄電池の整備）

その他 １／３ 屋外環境（グラウンド）、木の教育環境、学校プール、社会体育施設、学校給食施設、高校の産業教
育施設等の整備、特別支援学校の用に供する既存施設の改修（注１）

新増築以外 ：学校施設環境改善交付金

3

※平成２７年度予算（案）における事業の詳細は現在調整中であるが、概要は次頁参照。



平成２７年度公立学校施設整備事業の概要 3

平成２７年度予算（案）額 ２０４，８７４百万円 （前年度 １２７，０７７百万円）

内訳：一 般 会 計： ６４，４６２百万円
復興特別会計：１４０，４１２百万円

※沖縄分については内閣府において計上

学校施設は子供の学習・生活の場であるとともに、災害時には地域住民の避難所としての役割を果たすため、その安全性の確保は極めて

重要である。しかしながら、未だ耐震性がない学校施設が残されていることに加え、建築後２５年以上経過した学校施設が約７割を占めるな

ど老朽化も深刻であり、安全面・機能面において多くの課題を抱えている。

このため、子供の安全・安心を確保する耐震化（非構造部材の耐震対策含む）、老朽化対策、防災機能強化等を推進する。

耐震化棟数

統合や震災の影響等、各地方公共団体の個別事情により耐震対策が遅れているものを除き、耐震
化をおおむね完了

約2,200棟 （平成26年度補正予算案を含めると約2,400棟）

（残棟数 約2,400棟）

耐震化率 約96％ （平成26年度当初予算事業完了後）

約98％ （平成26年度補正予算案及び平成27年度予算案事業完了後）

◆補助制度の改正

◎既存施設を活用した学校統廃合に係る補助制度の創設

◎津波対策のための不適格改築事業の拡充

◎長寿命化改良事業の制度拡充

◎公立幼保連携型認定こども園に対する支援の継続

◎屋外教育環境整備事業の補助時限の延長

◆予算額（公立学校施設整備費）

◆内 容

◆建 築 単 価

対前年度：＋３．７％（資材費、労務費等の上昇分）

※小中学校校舎（鉄筋コンクリート造）の場合

２６年度：１６６，０００円／㎡ → ２７年度：１７２，１００円／㎡

《耐震化の状況》 （公立小中学校）



（平成27年度 義務教育費国庫負担金予算案）

１．従来の暗記中心の受け身型一斉授業から、子供達が双方向に対話し学び合いながら主体的に考え探究する力を育てる

課題解決型授業（アクティブ・ラーニング）への転換を推進
２．教員が授業に一層専念できるよう、学校に多様な専門スタッフを配置するとともに、学校マネジメント体制を強化し、学校

のチームとしての教育力・組織力を最大化
３．教育格差の解消や特別支援教育等の充実
４．統合校への支援や過疎地の小規模校への支援

《義務教育費国庫負担金》
平成２７年度予算案 １兆5,284億円（対前年度 ▲３８億円）
（参考）復興特別会計 22億円（前年同）

（参考）被災した児童生徒のための学習支援として前年同（1,000人）の加配措置【復興特別会計】

１．授業革新等による教育の質の向上 200人

２．チーム学校の推進 230人

①課題解決型授業（アクティブ・ラーニング）の推進 100人
②小学校における専科指導の充実等 100人

①学校マネジメント体制の強化（主幹教諭、事務職員の拡充） 100人
②専門人材の配置充実（学校司書、ICT専門職員等） 100人
③養護教諭・栄養教諭等の配置充実 30人

平成27年度加配定数：約64,200人

≪新たな定数措置900人の内訳≫

・教職員定数の増 ＋19億円（ ＋
900人）
・少子化等に伴う教職員定数の減 ▲86億円
（▲4,000人）
・教職員の若返り等による給与減 ▲61億円
・人事院勧告の反映による給与改定 ＋90億円

３．個別の教育課題への対応 250人

①家庭環境や地域間格差など教育格差の解消 100人
②特別支援教育の充実 100人
③いじめ等の問題行動への対応 50人

４．学校規模の適正化への支援 220人

①統合校への支援（統合前１年～統合後２年） 200人
②過疎地の小規模校への支援 20人
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☆教員とサポートスタッフの連携に
より、学校教育活動をより充実！

児童生徒学習サポーター

・個別学習や課題別学習への対応

・補充学習や発展的な学習への対応

・小学校における英語指導への対応

〔イメージ〕

≪補助金の概要≫
主として学力向上を目的とした学校教育活動の一環として、多様な地域人材を配置する事業経費の一部を補助
○配置人数（予算額）：８，０００人→１０，０００人（４１億円）【うち義務教育諸学校分：９，０００人（３７億円）、高等学校分：１，０００人（４億円）】
○事業主体：都道府県及び政令指定都市
○補助割合：１／３

補習等のための指導員等派遣事業 （平成27年度予算案：41億円 対前年度８億円増）

～多彩な人材の積極的参加による地域ぐるみの教育再生～

学校生活適応支援員

・小１プロブレム・中１ギャップへの対応

・不登校・中途退学への対応

・教育相談、家庭との連携

サポートスタッフ（地域のシルバー人材、子育て中の女性、退職教職員、大学生等）の充実 10,000人（対前年度2,000人増）サポートスタッフ（地域のシルバー人材、子育て中の女性、退職教職員、大学生等）の充実 10,000人（対前年度2,000人増）

教師力向上支援員

・経験の浅い教員に対する指導・助言

・個別の教育課題に関するアドバイス

・小学校における理科等の

教材準備等の補助

教師業務アシスタント

・教材開発・作成など教師の授業準備や

授業中の補助などの支援

・教師が行う事務業務のサポート

・体験活動の実施・計画時における指導・助言

進路アドバイザー （高等学校）

・進路選択への支援

・キャリア教育支援

・高等学校と関係機関

との連携、調整

多様な経験を持った地域人材等
の参加によって、学校の教育力
を向上

主な補助事業の例（Ｈ２６年度）

・授業における少人数指導と放課後の学習支援
の組み合わせによる、基礎学力の定着。

・児童数の多い複式学級の学力向上のため、
教員免許を有する補助員を配置し、２人体制
によるきめ細かな指導を実施。

・定時制高等学校など課題を抱える生徒の多い
高等学校における少人数指導や補習指導に
よる、学び直しの支援。

地域・学校の実情に応じて、その他の専門的な知
見を持った人材の参加も促進し、「チーム学校」の
構築を図る。

「チーム学校」の構築へ

5



児童生徒一人一人の社会的・職業的自立に向け、キャリア教育のより一層の充実が求められている中で、初等中等教育段階におけるキ
ャリア教育の課題について、キャリア教育の中核的な時間の在り方及びその時間における指導方法を検討していく必要がある。

平成27年度予算額（案） 52百万円（前年度予算額 52百万円）

（地方創生関連施策を含む）

将来の在り方・生き方を主体的に考えられる若者を育むキャリア教育推進事業将来の在り方・生き方を主体的に考えられる若者を育むキャリア教育推進事業

目的

○高等学校普通科におけるキャリア教育の実践に関する調査研究 （5校）
高等学校の教育課程におけるキャリア教育の位置付けに関する検討の資料とするため、普通科の教育課程にキャリア教育に係る
中核的な時間を明確に位置付ける試行的実践研究を行う。(５校)

１．キャリア教育に係る中核的な時間の在り方に関する研究

○地域キャリア教育支援協議会設置促進事業 （7ブロック14地域）
地域において学校等の教育機関・産業界・NPO・地方自治体が 参画する「地域キャリア教育支援協議会」の設置を促進する。

（取組内容）
・企業等による出前事業等の教育活動支援の促進
・職場体験・インターンシップ受入れ先の開拓、マッチング支援

○地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事業（21人）（新規）
【学校を核とした地域力強化プランの一部（地方創生関連施策）】

地元就職につなげるキャリアプランニングを推進する「キャリアプランニングスーパーバイザー」を
配置し、地域を担う人材育成・就労支援により、地域の活性化につなげる。

○子供と社会の架け橋となるポータルサイト整備事業
「学校側が望む支援」と「地域・社会や産業界等が提供できる支援」のマッチングを図る「子供と社会の架け橋となる
ポータルサイト」の運用を行う。

３．キャリア教育実施体制の構築

取組

○「キャリア教育推進連携シンポジウム」の開催と、「キャリア教育推進連携表彰」の実施
キャリア教育の意義を普及・啓発し、キャリア教育を軸とした社会連携の機運醸成を図るシンポジウム（経産省・厚労省と連携）を
開催し、優れた取組について表彰する。

学校等の教育機関と産業界等との連携を促進することを目的として以下の取組を実施する。

マッチング支援

産業界産業界

学校等学校等NPONPO

地方自治体地方自治体

２．キャリア教育の普及・啓発

6



スクールカウンセラー等活用事業
平成２７年度予算額（案） 3,973百万円

教職員家庭（保護者）

助言・援助

２４時間いじめ相談ダイヤル事業
・全児童生徒に相談ダイヤルカードの配布（全学年分）（４学年分）
・全国統一ダイヤル
・２４時間体制での教育相談を実施 ６７県市

補助率：１／３

相談

助言・援助

児童生徒

相談

カウンセリング 非行行為の早期発見
緊急時対応

相談

相談

児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有する者
児童生徒へのカウンセリング、教職員・保護者に対する助言・援助

■中学校へ配置
・公立中学校週５日体制の導入
・小中連携型配置の導入（週３日勤務（中学校1校と小学校２校を担当））
１０，０００校(全校) ９，６００校（従来型）

２００校（週５日体制）
２００校（小中連携型）

■小学校へ配置
１３，８００校 １３，４００校（従来型）

４００校（小中連携型）

■緊急支援派遣 ２０１校（前年度同数）

スクールカウンセラー等配置事業

中学校

小学校 小学校

小中連携型週５日体制

中学校

小中連携
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児童生徒

関係機関
児童相談所、福祉事務所、弁護士
保健・医療機関、適応指導教室、
警察、家庭裁判所、保護観察所 等学 校

補助事業者：都道府県・指定都市・中核市

補 助 率：１／３

連携・調整

地域

連携・調整

家庭
友人

スクールソーシャルワーカー

【関係機関との連携】
・ネットワークの構築
・関係機関との調整
・情報・行動連携 など

【校内体制づくり】
・校内チーム体制の構築
・教職員のサポート
・教職員等への研修 など

教育と福祉の両面に関して、専門的な知識・技術を有するとともに、
過去に教育や福祉の分野において、活動経験の実績等がある者

～配置人数（２，２４７人）の内訳～

小中学校のための配置： ２，２００人（拡充）

高等学校のための配置及び質向上のための

ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ配置： ４７人

【配 置 人 数】１，４６６人→２，２４７人（拡充）

【貧困対策のための重点加配】６００人（新規）

平成２７年度予算額（案）：６４７百万円 （平成２６年度予算額３９４百万円）

児童生徒が置かれた様々な環境への働き掛け 貧困対策等
児童虐待
就学援助

生活保護 など

問題行動等
いじめ

暴力行為

不登校 など
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少子化・人口減少社会に対応した活力ある学校教育推進事業

国の積極的な支援のもと、統合による魅力ある学校作りや、統合困難な地域における教育環境の充実の取組モデルを創出
⇒生み出された好事例を文部科学省が積極的に分析・発信し、少子化対応を加速化

外部アドバイザー

①魅力的な学校統廃合事例 ②小規模校を存続させる場合の教育環境の充実事例

市町村教委

【魅力ある学校づくりの方策例】

統合対象地域の多様な特色を学び合うカリキュラム
開発、コミュニティスクールの効果的な導入、社会教
育とシームレスにつながった学校教育活動・施設整
備の研究など

創出した事例を他の自治

体に積極的に発信

【デメリットの最小化】

・学習集団の規模や学習内容の多様性を
確保（複数校による相当量の合同教育活動
など、社会教育における相当量の教育活動
の実施、山村・漁村留学の受け入れなど）
（※）

※指導助言能力が高い学識経験者や、
特色ある統合を成功させた関係者を想定

【メリットの最大化方策の例】

・小規模校の特色を活かし、全員に基礎学力を
保障するカリキュラム・指導方法開発（※）

・多人数では指導が難しいような教育活動（外
国語の発音、発表など）の指導の徹底 等

【統合により生じる課題への対応方策例】

適切な通学手段の確保・運用（スクールバス乗車時間
の有効活用、長時間乗車後の脳の活性化方策、スクー
ルバス通学に伴う子供の体力低下への対応）など

社会教育施設

地域住民

小規模校を存続させる場合や、休校している学校を再開す
る場合等に、小規模校のメリットを最大化し、デメリットを最
小化する方策を徹底追求。

学校統廃合を通じて充実した教育環境の創出を目指す地
域において、デメリットを抑えた魅力的な学校統廃合の実現。

社会教育施設

地域住民

文部科学省

有識者の力を借りつつ、委

託先の教育上の効果等の

成果の分析・取りまとめ

視察視察

助言 助言

委託研究
（２００万円×６箇所程度）

少子化の課題を
抱える市町村教委

少子化の課題を
抱える市町村教委

発信

市町村教委

※ICTを活用した教育環境の充実については、主として人口減少社会の学校
教育におけるＩＣＴ活用の実証研究事業で実施。

※個別の課題について、成果を上げている
事例を研究し、総合的な取組に反映

個別課題の先行事例

発信

（平成27年度予算額（案） 27百万円（新規））

実効的な成果が挙がるよう、事業の計画段階から実施に至

るまで、有識者の助力を得つつ丁寧に市町村教委・学校を支

援

委託研究
（２００万円×６箇所程度）
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小中一貫教育推進事業

実
践
研
究
指
定

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣

研
究
経
費
措
置

● 小中一貫推進ポリシー（全域導入計画、学校配置、
通学区域の見直し、小中学校予算の統一等）

● 一貫カリキュラム試案の作成
● 評価指標の設定、成果・課題の可視化
● 効果的な教職員研修の実施
● 先行実施するモデル校を指定（１～２件）
● 管下全域での計画的導入に資する協議会開催

小中一貫教育全国連絡協議会 取
組
内
容
例

市町村教委（全域での導入を希望）

全国の先進事例を徹底的に研究し、有識者の助言を得なが
ら、管下全域での小中一貫教育導入に向けた取組を推進。

●評価指標の研究開発
●指定地域へ指導助言

小中一貫教育
アドバイザリーボード

●小中一貫フォーラム開催
●全国的な情報交流の促進

連携協力
講師派遣

積極的に参加

● 小中一貫推進ポリシー（指導助言方針、人事
方針、支援施策等）の策定

● 効果的な教職員研修の実施
● 県下での導入促進に資する協議会開催
● 全域導入を希望する市町村をモデル地域指定

都道府県教委

県下で小中一貫教育を推進 （５都道府県×２００万円）

取
組
内
容
例

地域指定
（10人程度）

（４市町村程度）

（１市町村当たり１４０万円程度）

（平成27年度予算案 39百万円（新規））
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・全国の教育機関（大学及び教育委員会）において司書教諭講習を実施

平成27年度予算額（案） 35,050千円（新規）

司書教諭及び学校司書の資質の向上等を通じた学校図書館改革

１. 学校司書の資格・養成の在り方や資質能力の向上等に係る調査研究事業
5,510千円（新規）

２. 司書教諭養成講習会 29,540千円（新規）

(※)学校図書館法において、司書教諭の講習は、大学その他の教育機関が文部科学大臣の
委嘱を受けて行う、とされている。

学校図書館が確かな学力や豊かな人間性の育成において果たす重要な役割や、第１８６回通常国会において成立し
た学校図書館法の一部を改正する法律等を踏まえ、司書教諭と学校司書が連携した学校図書館の活用の促進や、学
校司書の資質向上等を図る。

目 的

・学校司書の資格や養成の在り方等に係る調査研究協力者会議開催

・学校司書の資格・養成の在り方や資質能力向上等に係る全国協議会開催

(※)学校図書館法の一部改正により、国及び地方公共団体は、学校司書の資質向上を図るため、必要な措置を講ずるよう努めなけ
ればならない、こととされている。

(※)学校図書館法の一部改正により、国は、学校司書としての資格の在り方、その養成の在
り方等について検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする、とされ
ている。

・学校等における学校図書館の効果的な活用の在り方に係る調査研究：５地域
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子供の体験活動の推進

■健全育成のための宿泊体験活動の推進 平成２７年度予算額（案）１０７百万円
（「学校を核とした地域力強化プラン」の一部）

１．事業内容
（１）宿泊体験事業

いじめの未然防止を図るため、自己の存在感、共有感、決定感等
の育成を目的として、宿泊体験活動を行う学校等における取組に
対する補助。

①中学校、高等学校等における取組 （３５６校）
学校教育活動における２泊３日以上の宿泊体験活動の取組に対する事業費の補助。

②学校教育における農山漁村体験活動の導入のための取組 （１３４地域）
教育委員会が主催する夏休み期間中等に希望者を募って行う取組に対する事業費
の補助。

③適応指導教室等における体験活動の取組 （１３４地域）
教育委員会が主催する適応指導教室等における取組に対する事業費の補助。

（２）体験活動推進協議会 ３５６地域 (各都道府県・市区町村)
各都道府県・市区町村において、様々な体験活動を推進していく上での課題や
成果について協議を行ったり、好事例の収集、各学校への情報提供や取組の普
及を図るために開催する協議会への補助。

２．補助事業者 都道府県・市区町村

３．補助率 １／３

農山漁村等における様々な体験活動を通じて児童生徒の豊かな人間性や社会性を育み、自己有用感を高め、将来の
キャリアへの意欲を喚起する。
「子ども農山漁村交流プロジェクト」として、総務省、文部科学省、農林水産省が連携して事業を実施。

学校等における宿泊体験活動の取組に対する支援
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英語教育強化地域拠点事業

〈今後の英語教育の方向性〉

•小・中・高を通じて「英語を使って何ができるようになるか」という観点から、四技能に係る一貫した具体的な指標の形式で示すこと

•小学校では、中学年から外国語活動を開始し音声に慣れ親しませるとともに、高学年では、学習の系統性を持たせる観点から教科として
行う、中学校では、授業は英語で行うことを基本する、高等学校では、幅広い話題について発表・討論・交渉などを行う能力を高めること

•これを踏まえ、先進的な取組を支援するとともに、その成果を今後の英語教育の在り方に関する検討に生かす。※ 18地域 → 25地域

概

要

・研究開発の方向性の設定
・英語教育強化地域の選定・指定
・研究開発に関する各種経費支援
・定数加配
・収集すべき定量的データの検討

・英語教育強化地域における具体
的な取組や評価の在り方につい
て検討・実施

・連携協議会の開催

・その他、英語教育強化地域に対
する支援・指導・助言 等

英語教育強化地域拠点

文 部 科 学 省

指導・助言

…それぞれの研究開発課題を実践

協力

進捗管理 助
言
・援
助

等
小・中・高等学校の連携

高
大
接
続
研
究

■研究開発課題（例）

（２）小学校では、中学年からの外国語活動開始及び高学年での教科化
（３）中学校では、授業は英語で行うことを基本する

等

■検証すべき取組・データ（例）
○英語運用能力に関する評価研究

○小学校の新たな外国語教育における補助教
材を活用した研究

○英語学習に対する関心・意欲

○他教科等への影響 等

平成27年度予算額（案） 89,267千円（51,419千円）

小学校 中学校 高等学校

大 学 等
管 理 機 関

（教育委員会、学校法人、国立大学法人）

（１）小・中・高等学校を通じた目標の設定

教育再生実行会議 第三次提言
（Ｈ２５．５．２８ ）

グローバル化に対応した
英語教育改革実施計画

（Ｈ２５．１２ ．１３）

英語教育の在り方に関する
有識者会議 報告
（Ｈ２６．９．２６ ）

第２期教育振興基本計画
（Ｈ２５．６．１４）

（４）高等学校においては、幅広い話題について発表・討論・交渉
などを行う能力を高めること

（５）小中・中高の学びが円滑に行われるための取組
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過疎化や少子高齢化が進む人口過少地域において、ICTの活用により、遠隔地間における児童生徒の学びの充実や、社会教育施設等と連携した
遠隔講座の実施など、学校教育及び社会教育における教育の質の維持向上を図るための実証研究を実施する。（３年間）

人口過少社会における学校教育及び社会教育の質の維持向上
地域コミュニティ機能の存続及び活性化

人口減少社会におけるＩＣＴの活用による教育の質の維持向上に係る実証事業

我が国の人口減少が加速化することが確実視されている中、将来的に全国各地において現行の学校規模を維持することが困難な人口過少地域
が増加することが予想されている。併せて、社会教育においても同様に地域人材が不足しており、今後、そのような地域における教育水準の維持向
上が課題となることが予想される。 【在学者数推移（小・中・高） 昭和23年 約1,677万人 昭和60年 約2,263万人 平成25年 約1,356万人】（学校基本調査より）

課題・背景

事業概要（イメージ）

平成27年度予定額 １４２百万円（新規）

＜学校教育におけるＩＣＴを活用した実証研究＞
（小中等 ９地域）

遠隔地間における双方向型の
協働学習や合同学習を実施

＜人口過少地域におけるＩＣＴを活用した社会教育実証研究＞
（３地域）

小規模学校における学びの質の維持向上 人口過少地域における社会教育の質の維持向上

過疎地域

学 校小規模学校

人口過少地域の学校教育の維持向上を図るため、指導方法
の開発や教育効果の在り方などに関する実証研究を実施

人口過少地域の社会教育の維持向上と地域コミュニティの活
性化を図るため、ＩＣＴを活用した社会教育の実証研究を実施

遠隔地間における
講座・学習機会の提供

などを支援

都道府県・市博物館
生涯学習センター・公民館 図書館

14



【平成２６年度地方財政措置額：1,678億円】

教育用コンピュータ、電子黒板機等の整備の推進及びICT支援員の配置等の充実

21世紀にふさわしい学校教育を実現できる環境の整備を図るため、第2期教育振興基本計画（平成25年6月14日閣議決定）で目標とされている水準の達成に必
要な所要額を計上した「教育のIT化に向けた環境整備4か年計画（H26～29年度）」に基づき、平成29年度まで単年度1,678億円（4年間総額6,712億円）の地方財
政措置を講じる。

第２期教育振興基本計画で目標とされている水準

教育用PC1台当たりの児童生徒数3.6人、電子黒板・実物投影機
を各普通教室に1台配備、超高速インターネット接続率及び無線
LAN整備率100％、校務用PC教員1人1台、教育用ソフトやICT支
援員等を配置。

教育のIT化に向けた環境整備4か年計画（H26～29年度） の所要額イメージ
・教育用コンピュータ・・・・・不足台数約146万台の新規導入及び既存分約191万台に係るリース費用
・学習用ソフトウェアの整備・・教育用コンピュータ新規導入・更新に伴うもの
・電子黒板・・・・・・・・・・不足台数約40万台の整備及び既存分約1万台の更新に係る費用
・実物投影機・・・・・・・・・不足台数約33万台の整備及び既存分約1万台の更新に係る費用
・無線ＬＡＮの整備・・・・・・未整備約38万教室に係る費用
・教員の校務用コンピュータ・・約95万台のリース費用
・その他・・・・・・・・・・・インターネット接続費用、ICT支援員の配置費用 等

※ウィンドウズＸＰ搭載パソコンの更新などのセキュリティ対策を含め、平成２６年度も地方財政措置の一層の活用が求められています。

教育のIT化に向けた環境整備

ヒューマン

ソフト

（レンタル含む）
・教育用コンピュータ
・電子黒板
・実物投影機
・無線LAN整備 等

・教員のICT活用指導力の研
修
・ICT支援員の配置 等

・デジタル教材
・校務支援システム
・ウィルス対策ソフト 等

ハード

平成２５年度地方財政措置
1,673億円

平成２６年度地方財政措置
1,678億円

ICT支援員

・ＩＣＴ支援員の配置 等
（情報処理技術者委嘱を含む）

＜従来の考え方＞ ＜新たな考え方＞

学習用ソフトウェア

（レンタル含む）
・教育用コンピュータ
・電子黒板
・実物投影機
・無線LAN整備
・インターネット接続費用
・教員の校務用コンピュータ 等

・教育用コンピュータに搭載する
学習用ソフトウェアの整備 等



地域創生を
実現

【学校・家庭・地域の連携協力推進事業】（4,882百万円）
地域人材の参画による学校の教育活動等の支援など、学校・家庭・地域が協働で教
育支援に取り組む仕組みづくりを推進し、地域力の強化及び地域の活性化を図る。

【コミュニティ・スクール導入等促進事業】（157百万円）
未導入地域への支援の拡充や学校支援等の取組との一体的な推進等により、将来
の地域を担う人材の育成、学校を核とした地域づくりを推進する。

【健全育成のための体験活動推進事業】（107百万円）

農山漁村等における体験活動において、地域人材や地域資源を活用するこ
とにより、異世代間交流や都市農村交流を図り、地域の活性化につなげる。

学校を核とした地域力強化プラン

学校を核として地域住民等の参画や地域の特色を生かした事業を展開することで、
まち全体で地域の将来を担う子供たちを育成するとともに、地域コミュニティの活性化を図る。

◆地域の実情に応じて、柔軟に事業を実施することができるよう、関連施策によるプランを創設。
◆学校を核とした地域力強化のための仕組みづくりや地域の活性化に直結する様々な施策等を有機的に組み合わせて推進。

【地域を担う人材育成のためのｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ推進事業】（12百万円）

地元就職につなげるキャリアプランニングを推進する「キャリアプランニング
スーパーバイザー」を配置し、地域を担う人材育成・就労促進により、地域の
活性化につなげる。

【地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業】（1,458百万円）

地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の協力により、土曜日ならではの教
育活動を行う体制を構築し、学校と地域が連携した取組を支援することなどを通じて、
地域の活性化を図る。

【地域提案型の学校を核とした地域魅力化事業】（13百万円）

学校を核とした地域の魅力を創造する取組として、地域が提案する創意工夫
のある独自で多様な取組を支援することにより、独自の地域の活性化を図る。

（26年度予算額 5,218百万円）

27年度予定額 6,684百万円

学校を核として、人づくり・地域づくりの好循環を創出

超少子化・高齢化の進展

核家族化

共働き世帯、一人親世帯、
独居老人の増加

地域のつながり
の希薄化

地域格差、経済格差の拡大

子供たちを
取り巻く

地域力の衰退

学校を核とした地域
とのつながりの形成

地域資源を生かした子供
たちの豊かな学びの実現

子供たちの地域への愛着、
地域の担い手の増加

人口流出の抑制、
地域コミュニティ活性化

学校を核とした
地域力強化のための
仕組みづくりの推進

キャリ
ア教育

農山漁
村体験

土曜日の
支援体制

構築

コミュニティ・
スクール

学校支援
地域本部

様々な施策の
展開により、
教育の充実、
地域も活性化

◇地域創生には、地域を生かした豊かな学びの創出により、子供たちの地域への愛着を育み、地域の将来を担う子供たちを育成することが重要。

学校を核とした地域力強化・将来を担う子供たちの育成を通じて、地域コミュニティが活性化

地域
提案型
事業

地域連携の基盤づくり

地域の特色ある取組を
柔軟に支援地域力強化プラン



コミュニティ・スクール導入等促進事業

地域とともにある
学校運営

補助率：国 1/3

平成27年度予算額（案） 157百万円（13百万円）

※学校を核とした地域力強化プランの１メニュー。

・学校運営の基本方針の承認（必須）
・学校運営に関する意見（任意）
・教職員の任用に関する意見（任意） のほか、
・学校支援活動等の総合的な企画・調整、学校関係者評価の基本
方針の検討など、学校運営に関する全体的な協議を行う場に

学校運営協議会 学校支援地域本部等

学校と地域、学校と放課後のつなぎ役

活動への
反映

参画

学校運営協議会の機能と、学校支援や学校関係者評価等の機能を一体的に推進
することで、学校運営の改善を果たすＰＤＣＡサイクルを確立

学校関係者評価の実施

学校関係者評価

導入の促進

•コミュニティ・スクール導入を目指す
地域における組織や運営体制づくり

•300市区町村

取組の充実

•コミュニティ・スクール導入後におけ
る運営体制づくり（ＣＳディレクター
配置を含む）

•150市区町村

研修の充実

•学校運営協議会委員の研修等への支援

•都道府県・政令市・中核市：110箇所

地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等が主体となり、
ＰＴＡや地域人材の参画を得て、
各々の組織・場で取組を実践

学校の支援活動
（学習・部活動等支援、環境整備等）

放課後の支援活動
（放課後子供教室）

家庭教育支援 等

土曜授業・学習支援 等

地域コーディネーター

※1 補助については、都道府県の判断により、間接補助とすることも可能。その場合、都道府県、市区町村が1/3ずつ負担。
※2 CSディレクター：コミュニティ・スクールの運営や学校種間の調整、分野横断的な活動の総合調整など統括的な立場で調整等を行う地域人材。

※2

※1

※別途、教員・事務職員加配措置あり
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地域提案型の学校を核とした地域魅力化事業

子供たちのために地域の特色や資源を生かした取組をしたいけど、一定程度
の予算が必要だし、既存の事業では実現が難しいな…

地域独自のアイデアを、学校だけでなく地域住民や子供たちが一緒になって形にすることで、
学校を中心として地域全体が活性化！！

これまでの事業では実現できなかったような地域提
案による創意工夫ある多様な取組を支援し、学校を
核とした地域の魅力を創造する取組の実現を図る。

予算不足

人手不足

硬直的予算

・・・

柔軟な使い途

アイデアの実現

地域の活性化

・・・

平成27年度予算額（案）
13百万円（新規）

※学校を核とした地域力強化プランの１メニュー。

地域への
愛着・誇り

住み続け
たいまち

まちの
活性化

地域の強
みの発信

魅力ある
学校

地域の
つながり

未来を創る
教育

事業内容 補助事業者

都道府県・市区町村（9市区町村分を補助）

補助率

１／３

提案例③ 民間と連携した公営塾の設立

中山間地域や離島等において、地域の空き施設（空き家や学校の空
き教室）等を利用して公営塾を設立し、地域の教員ＯＢや民間の塾講
師等と連携し、地域全体を巻き込んで子供たちの学力等の向上や
キャリア教育の実践を行う。

学校と民間等が連携した学習のみならず、キャリア教育等も提供す
ることにより、新たな学びの場が地域全体の協働の拠点に。

提案例① 地域独自の学習プログラムの推進

総合的な学習の時間等を活用した地域を題材とした学習プログラム
（例：地域創造学）等を地域住民や専門家等と連携しつつ推進するこ
とにより、子供たちの地域への愛着を高めるとともに、学校を中心とし
て地域全体の教育への当事者意識の醸成を図る。

地域の魅力を再発見するとともに、一層の魅力化を図るための地域
の在り方を考えること等を通じて、受動的な学びから主体的な学びへ。

提案例② 山村等留学の促進

当該地域外からの子供の長期受け入れにより、地域の資源を活用し、
地域全体を教材とした様々な体験活動や地域住民等との協働を通し
て、子供たちだけでなく、受け入れる地域側も、活動を企画・立案等を
行うなど、双方向的な成長を図る。

当該地域外からの刺激を取り込み、地域全体が活性化されるだけ
でなく、留学生が当該地域の全国への発信役に。

提案例④ 子供たちの提案するまちおこし策の実現

子供たち自らが自由な発想に基づき、地域活性化に向けた企画・立
案（例：ソーシャルビジネス、祭り、商品開発等）を行い、それらを地域
の大人たちが実際に実現することにより、子供たちの自己有用感等
をはぐくむとともに、地域の担い手としての力を育成する。

子供たちによる地域活性化方策の企画・立案を地域が一体となって
実現し、子供たちを地域の担い手へ。

地域独自の
提案を形に

提案例◎ この他にも、様々な提案の実現が可能！！
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首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業

協働による教育プロジェクトの実施
（社会的・地域的課題を題材にした発展的学習などの実施）

地域の多様な資源を活かした質の高い課題解決型教育の実現

地域への愛着・誇り
地域・社会に対する責任感

課題を発見し解決できる力の育成
将来への明確な目標設定

評価
・

検証

改善
・

発展

青少年
団体

社会福祉
関係団体

大学等

医療機関

子ども会

社会教育
施設・機能

教育委員会

まちづくり
団体

学校
地域

ボランティア

農協・
商工会等

地域コミュニティの衰退や子供の問題行動等、学校・地域の差し迫った社会的・地域的な課題に対し、
首長部局や関係機関等との協働体制を確立し、課題解決に向けて取り組む新たな学校モデルを構築・発信

首長部局
（首長）

（政策企画、地域・産業振興等）

教育委員会と首長部局との壁を越えて
学校を支援する体制を構築

子供や子供を育む地域の将来像と目標の共有
課題解決に向けた具体的・実践的なプロジェクトの策定

平成27年度予算額（案）
29百万円（新規）

※別途、事務職員加配措置あり
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〈都道府県〉 推進委員会

学校・家庭・地域の連携協力推進事業

〈市 町 村〉 運営委員会

○コーディネーター等の配置
○活動内容、安全管理方策、運営方法の検討

○域内の他事業との連携や教育支援活動の在り方の検討
○コーディネーター・教育活動推進員等の研修の実施
○スクールヘルスリーダーによる子供の健康等に関する指導助言 等

国 1/3

都道府県 1/3

市町村 1/3

【補助率】

近年、子供を取り巻く環境が大きく変化しており、未来を担う子供たちを健やかに育むためには、学校、家庭及び地域住民等がそれぞれの
役割と責任を自覚しつつ、地域全体で教育に取り組む体制づくりを目指す必要がある。

そのため、地域住民や豊富な社会経験を持つ外部人材等の協力を得て、学校支援地域本部、放課後子供教室、家庭教育支援、地域ぐるみの学
校安全体制の整備、スクールヘルスリーダー派遣などの学校・家庭・地域の連携協力による様々な取組を推進し、社会全体の教育力の向上及び
地域の活性化を図る。特に、学校支援地域本部を活用し、中学生を対象に大学生や教員OBなど地域住民の協力による原則無料の学習支援（地
域未来塾）を新たに実施する。また、女性の活躍推進を阻む「小１の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、新たに策定
した放課後子ども総合プランに基づき、厚生労働省と連携した総合的な放課後対策をより一層充実させる。

平成２７年度予定額 4,882百万円

・活動拠点(居場所)の確保
・放課後等の学習指導
・自然体験活動支援
・文化活動支援 など

家庭教育支援員の配置
・家庭教育支援チームによる相談や支援
・親への学習機会の提供など

放
課
後
子
供
教
室

家
庭
教
育
支
援

ニーズ把握

取組内容の企画調整

人材等のマッチング

学校

（教職員）

地域の

多様な

人材

家庭

（保護者）

地域コーディネーター

・授業等の学習補助
・部活動指導補助
・学校行事支援
・学校環境整備
・登下校の見守り等

学
校
支
援
地
域
本
部

地域人材等の参画

・スクールガードリーダーによる
学校安全体制の整備等

教
育
活
動
推
進
員
・
学
習
支
援
員

家
庭
教
育
支
援
員

学習が遅れがちなどの中学生を対象とした
原則無料の学習支援を新たに実施
（地域未来塾）

重点
施策

放課後児童クラブとの一体型を中心とする
放課後子ども総合プランの推進

多
数
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等

14,000箇所

5,000箇所

1,000箇所

1,800箇所

地域の実情に応じて有機的に組み合わせて実施可能

学校・家庭・地域が連携して地域社会全体で教育支援活動を実施し、地域コミュニティを活性化

重点
施策

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

連携

（厚労省）

2,000箇所

（平成２６年度予算額 3,814百万円）
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地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業

◆地域の多様な経験や技能を持つ人材をコーディネートし、土曜日ならではの生きたプログラムを実現！

～実践例～

★算数・数学
エンジニアによる
使える算数・数学講座

★理科：
研究者による科学実験教室

★外国語：
在外経験者による英会話

★総合学習
企業等との協働による
キャリア教育・商品開発等

★文化・芸術
文化・芸術活動団体による茶道の作法など伝統文
化の良さを理解してもらうための講座

◆土曜日の教育支援体制の仕組み◆

企業人企業人

農林漁
業者

農林漁
業者

大学・

研究者

大学・

研究者

外国人外国人
在外

経験者

在外

経験者

土曜教育
コーディネーター

教職員
土曜教育
推進員

教
育
支
援
活
動
の
実
施

す
べ
て
の
子
供
た
ち
の
土
曜
日
の
教
育
支
援
体
制
等
の
構
築

・運営委員会を設置
（学校・経済団体・商工会・PTA・社会教育団体等で構成）

・土曜日の教育活動全体の方針を検討

依頼要望

企画・参画

・体系的・継続的な教育プログラム
の企画

・内容に応じた多様な支援人材の
発掘・依頼

・具体的なプログラムの検討 等

連携

社会を生き抜く力を培う
土曜日ならではのプログラムの実践

※教育課程に位置づけることも可

＜教員とのTTによる数学＞

＜市民講師による英会話＞

※公民館等で教え方を学習

市町村

＜各学校区＞

元スポー
ツ選手

全ての子供たちの土曜日の教育活動を充実するため、地域の多様な経験や技能を持つ人材・

企業等の協力を得て、土曜日に体系的・継続的な教育プログラムを企画・実施する学校・市町村等の取組
を支援することにより、教育支援に取り組む体制を構築し、地域の活性化を図る

（4,850か所 → 12,000か所）(小学校・中学校・高校など)

国 1/3

都道府県 1/3

市町村 1/3

【補助率】

平成27年度予定額 1,458百万円

※平成26年度土曜日の教育活動を実施している学校数：約12,000か所(約4割)

(平成26年度予算額 1,333百万円)
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防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業

我が国においては、東日本大震災及び台風・集中豪雨等による自然災害、登下校中の子供が巻き込まれる交通事故、さらには、学校内外において不審
者による子供の安全を脅かす事件などが数多く発生している。これらの教訓を踏まえ、
●児童生徒等自身に安全を守るための能力を身に付けさせる安全教育の充実
●児童生徒等の生活の場である学校の安全管理体制の充実

趣旨・背景

事業概要・イメージ

○優良な実践事例の学校及び学校の設置者による共有
○学校及び地方公共団体等による取組の増加 ○全国的な防災教育を中心とした安全教育の質の向上

■成果発表会の開催等による普及 ■ポータルサイトの立ち上げによる全国での情報共有

◆防災に関すること
○各種情報ツールや防災に関する科学技術

（緊急地震速報等）を活用した防災教育・訓
練手法の開発

○被災地へのボランティア活動の推進
○学校待機及び引き渡し訓練や安否確認訓

練等学校の安全管理体制の構築 等

（首都直下地震・南海トラフ巨大地震被
害想定地域は重点的に実践地域を支援）

◆交通安全に関する
こと

○交通安全の意識や技
能を高めるための教育
手法の開発

○合同点検等の安全を
確保する体制の構築

◆防犯を含む生活上
の安全に関すること

○防犯の意識や技能を
高めるための教育手法
の開発

○登下校時の安全を確
保するシステムの構築

（ 新 規 ）
27年度予定額 ： 200,923 千円

地域や学校の抱える学校安全上の課題に対して、次のことに積極的に取り組む地域や学校を支援する。
●「自らの命を守り抜こうとする主体的に行動する態度」「安全で安心な社会づくりに貢献する意識」等を育成する教育手法の開発
●学校の安全管理体制や地域住民・保護者・関係機関との連携体制の構築

成果

■
地
域
の
関
係
機
関
・関
係
団

体
・
住
民
・保
護
者
と
の
連
携

■
専
門
家
等
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の

指
導
・助
言

が求められている。

文部科学省
都道府県教育委員会等
■実践地域・学校の指定

○学校安全の認証等に向けた取組
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